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全国規模の規制改革・民間開放要望への対応方針」 
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（別表３）「規制改革・民間開放集中受付月間において提出された 

     全国規模の規制改革・民間開放要望への対応方針」 

     （平成 18 年 11 月 30 日規制改革・民間開放推進本部決定 

及び平成 19 年２月 23 日規制改革推進本部決定）の対象 

とならなかったものの「検討」等を行うとされた事項････ 369 

（別表４）「構造改革特区の第９次提案に対する政府の対応方針」 

     （平成 18 年９月 15 日構造改革特別区域推進本部決定） 

における「全国で実施することが時期、内容ともに明確な 

規制改革事項」に関するフォローアップ結果･･････････････ 371 

（別表５）「構造改革特区に関する有識者会議の意見に対する政府の 

対応方針」（平成18年９月15日構造改革特別区域推進本部決定） 

における「全国で実施することが時期、内容とも 

に明確な規制改革事項」に関するフォローアップ結果･･････ 376 

（別表６）「構造改革特区の第 10 次提案に対する政府の対応方針」 

     （平成 19 年２月 28 日構造改革特別区域推進本部決定） 

における「全国で実施することが時期、内容ともに 

明確な規制改革事項」･･････････････････････････････････ 378 

 

 



 

 

 

 

（注１）  本計画は、平成 19 年６月 22 日時点を措置状況の判断基準にしている。 

（注２）  規制改革・民間開放推進会議による「規制改革・民間開放の推進に関する第３次

答申」（平成 19 年 12 月 25 日）の「具体的施策」及び規制改革会議による     

「規制改革推進のための第１次答申」（平成 19 年５月 30 日）の「具体的施策」

を整理し、「Ⅱ 重点計画事項」として列記している。なお、Ⅲは、各関連事項

も含めて措置内容を記述している等のため、当該Ⅱにおける措置事項と記述内容

が必ずしも一致しない場合がある。 

（注３）  Ⅱにおける各措置内容の後に付記した括弧書き（例：（Ⅲ運輸ア②）等）は、Ⅲ

における掲載箇所を示している。 

（注４）  Ⅲにおける「前計画等との関係」欄では、各個別事項と、「規制改革推進・民間

開放推進３か年計画（再改定）」（平成 18 年３月 31 日閣議決定）（＝「計画」）、

「規制改革推進３か年計画（再改定）」（平成 15 年３月 28 日閣議決定）（＝「旧

計画」）、「重点計画事項」（＝「重点」）等との対応関係を明らかにし、該当する

分野名（略称で記載）及びその記載個所を明示している。 

 


